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1 2022年 1月 28日の Deloitte China Tax Newsflashを参照されたい。 
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/cn/Documents/tax/tax-newsflash/deloitte-cn-tax-newsflash-zh-20220128.pdf 
2 分析シリーズその 1（保税修理政策）：https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/cn/Documents/tax/ta-2022/deloitte-cn-tax-tap3572022-
zh-220706.pdf 
分析シリーズその 2（保税研究開発政策）：https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/cn/Documents/tax/ta-2022/deloitte-cn-tax-

tap3592022-zh-220712-v2a.pdf 

「総合保税区管理弁法」分析

シリーズその 3：中国市場の小
売業の変革を後押しする保税

展示政策 
 
税関総署は 2021年 1月 1日に「中華人民共和国税関総合保税区管理弁法」
（税関総署第 256号。以下、「256号令」）を公布し、4月 1日に施行した。
256号令は総合保税区の総合管理に関する初の税関法令であり、総合保税区内
企業による機能拡張への寄与を目的として、総合保税区における保税修理、保

税研究開発、保税展示などの機能について明確化した。1 
 
関連政策の理解と活用の一助として、総合保税区の革新的な保税政策をテーマ

をする Tax Analysisシリーズ2を発表する予定である。本 Tax Analysisでは、
保税展示政策について分析を行う。 
 
 
保税展示政策の優位性 
 
保税展示とは、総合保税区に代表される税関特殊監督管理区域内の登録企業

が、区内の倉庫で保管する保税貨物を区内或いは区外の特定場所で国内消費者

に直接展示・販売する事業活動を指す。税関の視点から見て、国外から輸入さ

れる商品を対象とする保税展示政策の確立と整備は、新しい政策手段の選択肢

になる。保税展示政策は、投資家によるビジネスモデル検討の選択肢を広げる

とともに、独自の優位性を以て各方面から注目を集めている。 
 
税関による監督管理の視点から見て、保税展示のほか、これまでの実務上、国

外商品を中国に輸入し最終消費者向けに販売するのによく使われるビジネスモ

デルは主に一般貿易（輸入・卸売）モデル、展示品モデル、免税品モデル、越

境 ECモデルなどを含む。 
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このモデルでは、輸入事業者が「一般貿易」形式で税関に輸入商品の納税申告

を行い、通関した商品を卸売チャネルを通じて、中国国内の消費者に販売す

る。従来型モデルの一つとして、一般貿易モデルは汎用性が高く、あらゆる種

類の輸入消費財の国内販売に適用できる。ただし、このモデルでは、国内販売

の前に、まず輸入段階諸税を納付する必要がある。また、輸入後、国内で売り

残った商品を海外に輸出し、海外市場で販売する場合、納付済み関税は還付を

受けられずに企業のコストになり、納付済み輸入段階増値税は、全額還付を受

けられない可能性があるため、その一部が企業のコストになる可能性がある。 
  
 
総合保税区内の企業が保税展示政策を適用して国内販売を行う場合、対象の商

品を「税関特殊監督管理区域以外の国内区域」の顧客に販売する時のみ、輸入

段階諸税の納税義務が発生する。また、複雑な手続きを必要とせずに、売り残

った保税商品をその他の国・地域に運送できる。そのため、一般貿易（輸入・

卸売）モデルで発生する可能性のある、「関税やその他輸入段階諸税による余

分のコストの発生」という問題を効果的に解消できる。 
 
 
 
 
 
このモデルでは、国外荷送人が中国国内で開催される展示会に参加し、保証金

或いは保証状などの担保を提供した上で、展示会で国外商品を「展示品」或い

は「一時出入国貨物」として消費者に展示する。消費者に購入の意向のある場

合、国内の出展者は税関で購入手続を行った後、展示品を消費者に直接販売す

ることができる。販売が実現しなかった展示品は国外に返送され、納付済み保

証金は返還される。展示品モデルは、国外消費財を中国に輸入し、小売市場で

販売する一般的な方法の一つであり、一般貿易モデルで発生する「中国国内で

の販売が実現しなかった貨物についても、関税を納付する必要がある」という

問題を効果的に解消できる。ただし、展示品モデルの運用上、展示会の開催に

必要な政府承認文書や資金による担保の提供などが求められるため、一部の企

業にとって、高い障壁が存在する。また、展示品モデルは、主に国外新製品の

中国国内市場への導入や市場開拓段階に適用されるため、輸入される商品の数

量は限られる。 
 
 
総合保税区内の企業が区外の固定場所において保税展示政策を適用して輸入商

品を販売する場合、対象商品に適用される税関の監督管理方式は、展示品モデ

ル、即ち一時出入国貨物に適用される監督管理方式と同様なものになる。保税

展示政策を活用する場合、展示品モデルで発生する「輸入される商品の数量が

限られる」という問題をある程度解消できる。また、商品の販売が好調である

場合、区内企業は速やかに総合保税区内企業間又は総合保税区間の商品調達を

通じて展示場所への商品供給を強化し、在庫回転率を向上させることができ

る。 
 
 
 
 
 
このモデルでは、国外荷送人が国内の免税店と連携し、「物品輸入」の形で中

国の港で商品の入国手続を行い、免税商品の運営者が「免税品」方式で税関に

申告し、特定の港の免税店で商品を国内消費者に販売する。免税品の特性上、

前述した二つのモデルと比べて、免税品モデルは、税金コストと資金調達コス

トの面で大きな優位性がある。ただし、免税品モデルを運用する免税店は通

常、入国・出国する旅客のみを顧客とし、販売する商品の種類も少ない。その

ため、実務上、免税品モデルは主に中・高級消費財の小売に適用される。 
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保税展示モデルは柔軟性が高く、免税品モデルに存在する一部の優位性（例：総合保税区内企業の保税貨物が区外で展

示される際、免税品への転換を税関に申請できる）を取り入れている。保税展示政策を活用することで、対象顧客層や

対象消費財の範囲の面で、従来型の空港・海港免税店の限界を突破すること、特に新型コロナウイルスの感染拡大の影

響で国境を超える移動が不便になる中、国外消費財の国内顧客層を効果的に拡大することが期待される。 
 
 
 
 
 
 
このモデルでは、国外荷送人が国内の ECプラットフォームと連携し、国内消費者が ECプラットフォームで注文し、
ECプラットフォームが国外から、或いは国内の税関特殊監督管理エリアから、消費財の消費者向け直送を手配する。こ
の新しいモデルは、インターネットの普及とともに目覚ましい成長を遂げ、輸入商品小売業務の発展上、注目度の高い

新業態となっている。近年、国は越境 ECに対する税関監督管理の整備に取り組んでおり、越境 ECモデルの規範化と発
展を牽引している（例：消費者が越境 ECプラットフォームを通じて限度額以下の商品を購入する際の税負担の軽減、
関連商品に対する監督管理に関する必要文書の簡素化など）。ただし、それに伴い、国が越境 ECモデルを対象に「ホ
ワイトリスト」制度を導入しており、現在、「ホワイトリスト」に掲載されている特定商品のみ、越境 ECモデル関連
の優遇政策の適用を受けられる。 
  
 
保税展示政策は適用範囲が広く、中低価格帯の一般商品からヨット、自動車などの高価格帯商品まで、ほとんどの種類

の商品をカバーしており、購入金額の制限もないため、既存の越境 ECモデルに対する補完として効果的に機能するこ
とが期待される。また、保税展示業務と越境 ECモデルを深く融合することで、「保税展示＋宅配」、「保税展示＋貨
物の即時受け取り・指定時間受け取り」などの革新的な国外商品小売モデルを模索できる。 
 
 
 
コメントとアドバイス 

 
上述のまとめとして、保税展示政策は機能面の優位性を以て、各種既存モデルの不足を効果的に補うことができる。各

種業務モデルにおいて保税展示政策を活用することで、各種モデルの短所を補いつつ長所を最大限に活かすこと、また、

関連する企業及び投資家が国内市場で国外商品のプロモーションや販売活動を展開する上で、その目標の達成に寄与す

ることが期待される。関連する企業及び投資家が事業計画を作成する際、総合保税区とその関連優遇政策の活用を検討

し、総合保税区内企業による保税展示機能の活用を通じて、国内市場における国外商品の認知度と影響力を強化し、消

費者層を拡大することが推奨される。 
 
保税展示業務を展開する意向のある企業は、総合保税区内企業による保税展示業務に関する税関の具体的な監督管理要

求に重点的に留意する必要がある。これらの監督管理要求は主に以下を含む。 
 
まず、区内企業は税関監督管理上の要件を充足するコンピュータ管理システムを構築しなければならない。当該システ

ムは、データ交換プラットフォーム又はその他のコンピュータネットワークを通じて、税関に提供する必要のあるデー

タを、所定のフォーマットで税関に伝送する機能を備える必要がある。 
 
次に、区内企業は保税展示業務を展開する前に、所在する総合保税区の税関に予め申請を行い、展示契約書・招待状な

どの証拠書類及び税関特殊監督管理区域以外の国内区域に出展する貨物のリストなどの資料を提出する必要があり、税

関特殊監督管理区域以外の国内区域に出展する場合、担保金又は保証状を提供する必要がある。 
 
また、税関特殊監督管理区域以外の国内区域に出展する貨物は、一時出入国貨物として、6か月以下の税関特殊監督管
理下に置かれるが、特殊なケースにおいて、税関特殊監督管理期間の延長（最大 3回、1回につき 6か月延長できる）
を申請することができる。期間満了後、税関特殊監督管理区域に返送するか、又は輸入課税手続きを行わなければなら

ない。なお、原則として、直属税関の管轄区域を跨いで出展してはならない。 
 
最後に、保税展示品の国内販売を行った場合、定期的に税関に申告し、関税と増値税を納付しなければならない。保税

展示はあくまでも貨物貿易における輸入形式の一種であるため、税関監督管理上、許可証による管理の対象に該当する

場合、国内販売の申告時に、関連の許可証を税関に提示する必要がある。 
 
留意すべき点として、ここ数年、特定の貨物の保税展示について、税関総署及び各直属税関は、より簡素化された監督

管理モデルを模索している。例えば、海口税関は「越境 ECネット通販保税」と「商品保税展示取引」に関する政策の
複合的運用を通じて、海口総合保税区で越境 EC保税展示業務の試験導入を実施し、海口総合保税区における文化財・
芸術品資産の保管、展示、オークション、取引業務の展開をサポートし、「並行輸入車保税保管＋保税展示取引」業務

の監督管理モデルの実施を推進した。また、芸術品資産について、税関総署及び文化観光部は 2019年に公告を発表し、

越境 ECモデル 
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芸術品資産を国外から総合保税区に搬入する際に提出する必要がある承認書類を簡素化した。この一連の政策の公布を

受け、区内企業が自社製品の保税展示業務を展開する意向がある場合、所在する総合保税区の管理委員会、税関、及び

商務関連の地方行政機関などと積極的に意思疎通を行い、より適切な利便性措置の適用を検討することが推奨される。 
 
私どものサービス 
 
デロイトグローバルトレードサービスチームは、デロイトのグローバル専門家ネットワークの活用により、グローバル

サプライチェーン管理を深掘りし、企業にグローバル貿易に関するプロフェッショナルサービスをご提供いたします。

また、特定の政府監督管理政策の変動について潜在的な影響を識別するとともに、輸入商品小売の新しい業態の運用と

保税展示業務の展開をサポートいたします。私どもが提供する関連サポート業務は以下の通りです。 
 
 
 

• 中国の小売市場で販売する予定のある消費財について、税務、通関業務などの視点から分析を行い、コンプラ

イアンスを確保する上で市場参入ルートを模索する。 
• 関連総合保税区の所轄行政機関への保税展示政策の適用申請をサポートする。 
• 保税展示モデルの運用にあたって、関税分類、成約価格などの課税価格関連要素について、税関とのコミュニ

ケーションをサポートする。 
• 保税展示商品の国内販売に関する納税申告のコンプライアンス管理を実現するために、効果的な情報化システ

ムの構築をサポートする。 
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デロイトについて 

Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（「DTTL」）、そのグローバ
ルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して「デロイトネ

ットワーク」）のひとつまたは複数を指します。DTTL（または「Deloitte Global」）ならびに各メ
ンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体であり、第三者に関して相

互に義務を課しまたは拘束させることはありません。DTTLおよび DTTLの各メンバーファームな
らびに関係法人は、自らの作為および不作為についてのみ責任を負い、互いに他のファームまたは

関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。DTTLはクライアントへの
サービス提供を行いません。詳細は、www.deloitte.com/cn/aboutをご覧ください。 

デロイトは世界で最大級のプロフェショナルファームの一つであり、監査・保証業務、コンサルテ

ィング、ファイナンシャルアドバイザリー、リスクアドバイザリー、税務及びこれらに関連するサ

ービスをクライアントに提供しています。デロイトは世界における 150を超える国・地域のグロー
バルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して「デロイト

ネットワーク」）を通じて、フォーチュングローバル 500の約 80%の企業にプロフェショナルサ
ービスを提供しています。約 345,000名のプロフェッショナルからなるデロイトの詳細について
は、www.deloitte.com/cn/aboutをご覧ください。 

デロイト アジア パシフィック リミテッドは DTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社
です。デロイト アジアパシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞれ
法的に独立した別個の組織体であり、アジア パシフィックにおける 100を超える都市（オークラ
ンド、バンコク、北京、ハノイ、香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マニラ、メルボルン、大

阪、ソール、上海、シンガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供していま

す。 

デロイトは 1917年に初めて上海に事務所を設立しました。現在、デロイト中国は中国現地の企
業、中国における多国籍企業及び高成長企業に、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナン

シャルアドバイザリー、リスクアドバイザリー、税務及びこれらに関連するサービスを提供してい

ます。デロイトは中国の会計基準、税制及びプロフェッショナルの育成に多大な貢献をしてきまし

た。デロイト中国は中国本土で設立されたプロフェショナルサービスファームであり、デロイト中

国のパートナーが所有しています。デロイトの中国マーケットでの成果に関する多くの情報は、デ

ロイト中国のソーシャルメディア(www2.deloitte.com/cn/zh/social-media) からご覧いただけます。  

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、DTTL、そのグローバルネ
ットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して「デロイトネット

ワーク」）のいずれも、これにより専門的なアドバイスまたはサービスを提供するものではありま

せん。貴社の財務または事業に影響を与える可能性のある意思決定をし、或いは何らかの行動をと

る前に、プロフェショナルのアドバイスを受けることをご提案いたします。 

本資料における情報の真実性或いは完全性に対し、私どもはいかなる（明示的或いは暗示的な）言

及、保証と承諾をしないものとします。いかなる DTTL、そのメンバーファーム、関係法人、従業
員又は代理者は本資料に依拠することにより生じた如何なる直接的又は間接的な損失に対しては責

任を負いません。DTTLならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別
個の組織体です。 
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